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論文内容の要旨
我が園都市計画の基本の一つである用途地域制は、 1919年都市計画法制定時の4用途地域制から、 1970
年改正の8用途地域制、そして1992年改正の12用途地域制と用途区分が再分化され発展してきた。この間
大阪は東京とともに、その適用の先導的役割を担ってきた。このような背景を踏まえ、本研究は、大阪市
における用途地域制の歴史的経緯を検証するとともに、用途地域を指定するにあたっての技法上の課題を
明らかにすることを目的としている。
第1部では、用途地域指定の前提となる大阪都市計画区域の決定の経緯及び用途地域制の変選を明らか
にしている。
第1章では、 1922年の最初の大阪都市計画区域決定時に行われた「都市の一体性」に関して、広域都市
計画を進めようとする内務省と、都市計画行政を円滑に行うためには行政区域と都市計画区域を一体化す
ることが有効であるとする大阪市との間の論点を明らかにした。これは、今後の広域化を含む都市計画区
域の決定にも資することができる。
第 2章、第3章では、用途地域制が用途区分を基礎として、建ぺい率、容積率、高さ制限などを組合せ
て、市街地の土地利用を総合的に規制・誘導する制度として発展してきた経緯を明らかにし、市街地の実
態が常に先行する大阪市において、土地利用の目標を示す用途地域制から土地利用構想の実現手段として
の用途地域制へと転換しながら、今日に至った経緯を明らかにした。
第4章、第5章では、建ぺい率制限や容積地域制の変遷を検証し、今後の市街地整備に資するよう大阪
市において建ぺい率の高い地区がなぜ生じたかを解析した。
第2部では、用途地域性の変遷に伴って発展してきた用途地域指定にあたっての都市計画技術基準の変
遷をまとめるとともに、指定技法上の課題を明らかにしている。
第 1章では、用途地域指定の技術基準の変遷を明らかにし、第2章、第3章では、大阪市の市街地形成
と土地利用の特性に対応した用途地域図並びに容積率図作成技法の工夫、都市施設の整備と土地利用の変
化に対応した用途地域指定・変更の事例を検証した。
第4章では、これらから新しい指定技法の開発や指定・変更のタイミング等の指定技法上の課題を明ら
かにした。これらは、今後の用途地域指定・変更の実務に寄与できるものである。
最後に、第1部と第2部を合わせて結論をまとめるとともに、本研究の過程で明らかにした用途地域制
を支える主要な技術的基準を取りまとめた。
論文審査の結果の要旨
用途地域制は、 1919年都市計画法制定時以来我が国都市計画の根幹制度として発展してきた歴史を有し
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ている。当時大阪市は全国随一の工業都市として発展していたが、一方で住工混在による住環境悪化問題
を抱えていた。この制度の導入により住と工を分離する道筋がつけられた経緯がある。現代では、用途地
域制は用途区分の他に、容積率、建蔽率指定、建物高さ制限、日影規制など数多くの地区指定と組み合わ
せて実施され、市街地の用途、密度、形態などを総合的に規制、誘導する制度として定着しているo
一方で、都市計画は長らく国が行うものとされ都市計画の技術的側面は役所の通達等に示されるなど行
政内部の技術者に委ねられたこと、都市計画が関係者の直接的利害に結び、つきやすい性格をもつことから、
学術的にとりあげられることは少なかった。近年、都市計画の地方分権化が進行し、都市計画に住民が関
与する機会が広く聞かれるようになり、都市計画技術とその理論についての透明性、公開性が重要な課題
になっている。
本論文は、用途地域制を先導してきた大阪市を対象に、制度の変遷とこれに対応して発展してきた技術
的な考え方、技術基準および、指定技法について、 80余年の歴史を検証した結果をまとめたものである。ま
ず、用途地域の前提となる大阪都市計画区域の決定に関して行われた、内務省当局と大阪市当局の技術的
論点のちがいを明らかにしている。
そして、大阪市の用途地域が、土地利用の目標を示すものから、市の土地利用構想実現の手段としての
用途地域制に転換してきたこと、近年の傾向としては都市の成熟化とともに用途指定の細分化が進み、現
況追認主義的な指定技法に変化していることなど、この制度の社会的意義の変化を指摘するとともに、今
後地域特性に応じ都市環境をコントロールする手法へ転換すべきことを提言している。
次いで、用途地域と密接に連携する建蔽率、容積率の大阪市における変選を検証し、建蔽率の高い大阪
市の特徴と課題、容積率が定められた経緯と技術的根拠、容積率ボーナスを活用した土地利用の誘導策の
展開などの市独自の工夫など、について明らかにしている。
さらに、用途地域指定に長く関わった筆者の経験から、用途地域制の変遷に対応して発展してきた用途
地域指定技法について、その科学的な根拠と技術内容を示すとともに、経験を踏まえて資料作成と分析方
法の具体的な提案を行っているo
以上のように、本論文は大阪市の用途地域制の変遷とその指定技術について、総括的かっ学術的に明ら
かにするとともに、今後のあり方について有益な考察を行ったものであり、これらの成果は建築学、都市
工学、中でも特に都市計画分野の発展に寄与すること大である。よって、本論文の著者は、博士(工学)
の学位を受ける資格を有するものと認めるO
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